
第2節

第3節

不動産の価格の特徴 元本果実の相関性

前文

不動産の定義

土地の特徴と不動産のあり方

土地の特性 前文

人文的特性（3つ）

定義

権利の対価

変化の過程

鑑定士の責務第4節

鑑定評価の必要性

不動産の鑑定評価

説明と信頼

前文

定義

二面性の説明

手順

鑑定評価について（2）

前文

鑑定評価について（1）

不動産の価格の定義と経済価値

進歩改善に努力

鑑定評価について（3）

鑑定評価の必要性

土地に関する基本理念

対象不動産の確認

資料の収集

前文

定義

あり方の特徴（3つ）

要因と原則の理解

手法の適用

価格形成要因の分析

価格の決定

公平妥当な態度

専門家としての注意

謝絶

信頼と期待に報いる

資質の向上

A

B

C

不動産の有用性について

不動産の地域性

地域の特性

自然的特性（5つ）

鑑定評価に関する基本的考察

不動産とその価格

不動産とその価格の特徴

第1章

第１節



第2章 種別及び類型

前文 鑑定評価における必要性

種類の定義

必要性

住宅地域

商業地域

前文

宅地地域

農地地域

林地地域

第１節 種別

種別の定義

類型の定義

A

B

C

優良

標準

混在

農家集落

高度

準高度

普通

見込地及び移行地

留意事項地域

土地

定義

宅地

農地

林地

見込地

移行地

借地権付

第2節 類型

宅地

自用

区分所有

貸家

建物及びその敷地

借地権

底地

一般

業務

複合

近隣

郊外路線

更地

建付地

区分地上権



評価上の留意点

細分（3つ）

第3章 価格形成要因

前文 定義

価格の二面性

周知の埋蔵文化財包蔵地

調査の措置等

前文埋蔵文化財

細分（4つ）

定義

自然的要因（5）

社会的要因（8）

経済的要因（8）

行政的要因（5）

商業地（14）

工業地（14）

住宅地域（14）

商業地域（10）

工業地域（7）

転換又は移行しつつある地域

宅地

宅地地域

住宅地（16）

農地地域（10）

林地地域（6）

第１節 一般的要因

第２節 地域要因

定義

細分（4つ）

農地（9）

林地（6）

第３節 個別的要因

定義

土地

見込地及び移行地

建物

建物及びその敷地

土壌汚染 前文

有害物質使用特定施設

機能性

性能

維持管理

共通事項（9）

留意事項

調査義務

共通事項

共用部分（2）

建物（11）

共通事項

賃貸用不動産

留意事項 修繕及び管理計画

用途毎

専有部分（3）

商業施設 建物の敷地（4）

共通事項

区分所有

共通事項

一棟の建物及びその敷地

品確法、⻑期優良住宅

住宅

敷地（4）

建物及びその敷地（3）

専有部分（8）

事務所ビル

管理費等賃借人の状況等 物流施設

A

B

C

大規模の場合

留意事項

有害物質

公法及び私法

指定又は解除

判明しているか否か

発見、保護



寄与

適合

原則の特性

留意点

第4章 諸原則

需要と供給

前文 不動産の価格

鑑定評価

競争

予測

一般的

不動産の場合

一般的

不動産の場合

評価上の留意点不動産の価格

前提条件

留意点

変動

代替

最有効使用

均衡

収益逓増及び低減

収益配分

A

B

C



第5章 基本的事項

前文

第１節 対象不動産の確定

留意点

定義

手順

要件

例外

依頼者との合意

A

B

C

条件設定の意義

条件設定の手順

必要性

意義

対象確定条件 定義

権利の態様

条件設定が妥当でない場合

第２節 価格時点

財務諸表作成のため

継続賃料

過去時点

将来時点

要件

留意点

要件

売買上での約定

要件 共通

未竣工建物等鑑定評価の場合

前文

要件

必要性

現状所与の鑑定評価

独立鑑定評価

部分鑑定評価

併合又は分割鑑定評価

未竣工建物等鑑定評価条件

利用者自らが行う

定義

地域要因について設定する場合

留意事項

必要性

根拠

定義

賃料の価格時点

区分

留意事項

利用者

未竣工建物等鑑定評価

条件設定の制限 原則

担保権者による調査

保険による担保

困難な価格形成要因

留意事項

地域要因について認められる場合

留意事項

利用者の利益を害する恐れがある場合

実現性

合法性

想定上の条件

調査範囲等条件

要件

市場要件 市場参加者

取引形態

定義

対象不動産によって異なる

想定

動機

知識・情報

労力・費用

価値判断

資金調達能力

留意点

第３節 価格又は賃料の種類

価格

賃料

前文

正常価格

鑑定評価

基本的

その他

留意事項 利用者の利益を害する恐れがある場合

取り扱い

土壌汚染

有害物質

埋蔵文化財等

範囲

利用者の利益を害する恐れがない

公開期間

限定価格 定義

依頼目的

評価目的

定義

公開期間

理由

事業継続

利用現況を所与

各論1章 手法

分割

留意事項 資金調達能力

特殊価格 定義

理由

運用方法を所与

譲渡時

理由

早期売却

早期売却による減価

留意事項 法令

例示

投資採算価値

特定価格 定義

例示 投資採算価値

早期売却

事業継続

例示 権利の併合

隣接不動産の併合

隣接不動産の併合

経済合理性に反する分割

例示

前文

正常賃料

限定賃料

継続賃料



意義

やり方

留意点

相対的位置の把握

要因資料の収集分析

地域要因の分析

明確化

変化する

第6章 地域分析及び個別分析

前文

第１節 地域分析

地域及びその特性

意義

前文

用途的地域 近隣地域

特に重要な地域

標準的使用について

やり方

A

B

C

特性①

特性②

時系列的な分析

留意点

鉄道、公園等

道路

定義

判定の仕方

宅地

定義

範囲を規定

範囲の判定

自然的状態

人文的状態

河川

山岳及び丘陵

地勢、地質、地盤等

行政区域

公法上の規制

留意事項

類似地域

見込地・移行地地域分析

定義

適用

意義

属性及び行動

需給動向

属性

留意事項

前文

把握のための資料

農地

林地

見込地

建物及びその敷地

同一需給圏

市場の特性

行動

推移及び動向

需給動向を把握

各種の判断に反映

把握の観点

住宅地

商業地

工業地

移行地

判定

やり方

価格形成要因に与える内容

取引等の情報

第２節 個別分析

公表資料

定義

やり方

使用方法

使用方法

時点

標準的使用との関係

変化する可能性あり

適用

業務用不動産

居住用不動産

実現可能性

取り壊し後の利益

建物及びその敷地

留意事項

現実の用途≠更地

比較考量 留意事項

価格帯、属性

選好性

引き合い

最有効使用判定上の留意点

各種の判断に反映

分析上の留意点

留意事項



求め方（例外）

意義

標準化補正

減額（5）

増額（2）

増減額（3）

例示

意義

留意事項

求め方（原則）

留意点

留意事項 建物及びその敷地

増改築・修繕・模様替

意義

適用方法

配分法

定義

有効性

減価修正の方法 前文

耐用年数に基づく方法

観察減価法

定義

経済的残存耐用年数

種類

留意点

定義

減価修正

意義 定義

留意点

減価の要因

物理的要因

前文

例外

間接法 定義

方法

取引事例比較法

機能的要因

経済的要因

宅地見込地の場合

方法

前文

直接法

定義

通常

意義

需要者の観点から分析

意義

留意事項 意義

事例の収集及び選択

事情補正

前文

4要件

留意事項

留意事項

付帯費用 資金調達費用

開発リスク相当額

建物及びその敷地

土地 通常

意義

定義

置換原価

求める方法

通常

置換原価

意義 定義

有効性

土地のみの場合

再調達原価

時間的同一性

要因比較の可能性

事情補正 前文

調査

特殊な事情の定義

時点修正

大規模小売店舗

大規模事務所ビル

事情の正常性または補正可能性

要件 場所的同一性 類似地域等

代替競争不動産

留意事項

必要やむを得ない場合

代替競争不動産から選択する場合

上記の要件

マンション適地

ホテル

事例の収集及び選択 意義 種類

投機性の排除

第7章 鑑定評価の方式

前文

第１節 価格を求める手法

種類

各手法の着眼点

試算価格・賃料

種類

要因比較 意義

留意事項

原価法

一般的留意事項

時点修正

要因比較

A

B

C



意義

平均純収益

有効性

式

加味するもの

有効性

適用のあり方

有効性

典型的な投資家が想定する割合

式

意義

比較対象となる金融資産の利回り

取引事例との比較

借入金と自己資金

金融資産の利回りに個別性加味

単位

把握の仕方

求め方

予測の限界

DCF法の適用

取り壊し計画がある場合

適用 意義

算定

最終還元利回りの求め方

純収益

賃貸用

意義

事例適格4要件

償却前後・特殊な要因

有効性

収益予測の不確実性の程度

求め方

参考として活用する資料

取引事例との比較

借入金と自己資金

土地と建物

割引率

留意事項（借入金償還余裕率）

意義

事例適格4要件

IRR

純収益が予測可能

有効性

意義

意義

有効性

式

意義

還元利回り

割引率

賃料査定上の留意点

現に賃貸に供されている場合

安定的に収受可能か

意義

求め方

参考として活用する資料

意義

留意事項

前文

還元利回り

割引率

比較可能な資産の動向

用途毎に異なる

算定

建物残余法

有効性

式

適用場面

留意点

更地の場合

保有期間について

収益性の分析

宿泊施設

レジャー施設

医療・福祉施設

商業施設

運用形態の多様性

例示

特性

総収益

意義

式

インウッド式、式

総費用

賃貸用

復帰価格 売却想定時

有効性

式

有期還元法

事業用

DCF法の適用 留意事項（大規模修繕費用）

総収益把握における留意点

事業用

留意事項（DCF法）

土地残余法

直接法

間接法

留意事項（DCF法）

直接還元法の場合

求める場合

ホスコルド式、式

それぞれの定義

直接還元法 式

留意事項

収益還元法 一期間の純収益 整合性

償却後純収益の還元利回り

土地残余法 適用場面

意義 定義

有効性 償却前

償却後

求める方法

適用範囲

活用場面

DCF法

式

定義（復帰価格）

留意事項 優れている点

超過収益が生じている場合

還元利回り及び割引率



意義

方法①

方法②

スライド法

賃貸事例比較法

利回り法

適用方法

継続賃料利回り

意義

適用方法 変動率

必要諸経費等

基礎価格・必要諸経費等

選択 類似した事例

契約内容の類似性（7）

地域要因

個別的要因

要因比較

原則

条件付の場合

宅地

建物及びその敷地

最有効使用×

最有効使用〇

期待利回り

留意事項

4要件+契約内容の類似性

補正、修正、要因比較

定義

求める方法

定義

定義

意義 定義

有効性

積算法

必要諸経費等（6）

適用方法 基礎価格

有効性

意義

賃貸事例比較法

適用方法 事例の収集及び選択

方法

定義収益分析法 意義

有効性

適用方法

運用利回りの求め方

宅地・建物及びその敷地

支払賃料の求め方

算定期間

継続賃料を求める場合

実質賃料

支払賃料

建物及びその敷地

その他

A

B

C

賃料を求める手法第２節

実質賃料

支払賃料

留意事項

収益純賃料

継続賃料

方法①

方法②

意義

適用方法 賃料

賃貸人等に帰属する部分

差額配分法

一般的留意事項

意義

実質賃料・支払賃料

前文

新規賃料

求め方

前払的性格を有する一時金



手順について

第8章 鑑定評価の手順

前文 手順が必要

第２節 依頼者、提出先及び利害関係等の確認

第１節 基本的事項の確定

評価額の公表

意義

権利の態様

第３節 処理計画の策定

第４節 前文

提出及び開示の相手方

第５節 資料の収集及び整理

対象不動産の確認

物的

意義

登記との異同

試算価格又は賃料調整

確認資料

要因資料

事例資料

定義

区分

定義

区分

一般・地域

意義

留意事項（7）

個別

定義

区分

参考資料

心理的嫌悪感

留意事項 意義

複数手法のみなし適用

鑑定評価手法の適用

関与鑑定士及び業者の利害関係

読み替える

依頼者以外への提出・開示の確認

利用目的の把握に資する

対象不動産

依頼者 前文

前文

対象不動産

他の専門家

その他必要事項

鑑定士

業者

鑑定士との特別の資本的関係

鑑定士との特別の人的関係

業者との特別の資本的関係

留意事項

原則

例外

業者との特別の人的関係

業者との特別の取引関係

第７節提出先 意義

参酌

調査範囲等条件を設定した場合

価格形成に大きな影響を与えない

各論1章 留意事項

原則

他の専門家による調査結果の活用

想定上の条件設定

影響の程度を推定

それぞれの要件

A

B

C

資料の検討 意義

即応しているかの検討

価格形成要因の分析 意義

資料の検討及び価格形成要因分析

留意事項

合理的な推定

価格形成要因から除外

例外

第６節

再吟味（6）

説得力にかかる判断（2）

第９節 鑑定評価額の決定

第１０節 鑑定評価報告書の作成

意義

土地の正常価格を求める場合

意義

重要

第８節



第9章 鑑定評価報告書

前文

留意事項

7 鑑定評価額決定の理由の要旨

前文

6 価格時点及び行った年月日

留意点

第２節 記載事項

4 対象不動産の確認に関する事項 物的・権利の態様

3

第１節 作成指針 意義

作成にあたり

内容

疑義が生じる場合を考慮（5）

留意条項

確認方法

③ 手法の適用

実地調査

支払賃料を求めた場合

⑤

④ 試算価格又は試算賃料の調整

公示価格との規準

1 鑑定評価額及び価格又は賃料の種類 限定価格等求めた場合

支払賃料を依頼された場合かつ≠実賃

2 鑑定評価の条件

対象不動産の情報

① 地域分析・個別分析

② 最有効使用の判定

⑥ 当事者間で事実の主張が異なる

⑦ その他

11 依頼者及び提出先等の氏名又は名称

12 鑑定評価額の公表の有無について確認した内容

9 鑑定士及び業者に係る利害関係等

10 関与不動産鑑定士の氏名

継続賃料を求めた場合

留意事項

第３節 付属資料 確認資料・事例資料

他の専門家が行った調査結果

対象不動産

依頼者

提出先

8 不明事項に係る取扱い及び調査の範囲 意義

調査内容

5 依頼目的及び条件と価格又は賃料の種類との関連 判断した理由

特定・特殊価格を求めた場合

A

B

C



宅地見込地 熟成度が低い場合

不随の立退き 求め方

前文

農地 総合的勘案事項（6）

求め方 求め方

林地

公共事業の取得 総合的勘案事項（6）

割合

留意事項 収益 取引慣行がある場合 求め方

※論文では勉強しなくてよい 立体利用率 総合的勘案事項（6）

求め方

ア

留意事項 特性に基づく経済価値

イ 比準

借家権 定義

鑑定評価 求め方

総合的勘案事項（7〜9） 例外

限定価格の場合

留意事項

区分地上権 価格の意義

一体として市場性有しない 意義

経済的利益

将来一時金の授受が見込まれる場合 一体として市場性有する 意義

鑑定評価 求め方 原則

成熟の程度低 求め方 総合的勘案事項（7）

総合的勘案事項（9）

底地 価格の定義 第３節 建物 意義

成熟の程度高 留意事項 積算価格

総合的勘案事項（7〜9）

専有部分（貸家） 求め方

取引対象部分

鑑定評価 前文

求め方 鑑定評価 専有部分（自用）

借地権 価格 定義 意義

建物の敷地（4）

経済的利益 安定的利益

管理費等（1）

求め方

3.借地権取引の態様（6） 留意事項 個別に判定

専有部分（8）

4.借地権の態様（10） 前文

定期借地権が付着 更新されない

留意事項 専有部分（3）

返還又は譲渡

共用部分（2）

借地権・底地 意義 1.取引慣行の有無と成熟の程度

一時金の種類 敷地（4）

2.借地権の存在 留意事項

定期借地権における賃貸借 建物及びその敷地（3）

総合的勘案事項（7）

前文

区分所有権 固有の個別的要因 一棟の建物及びその敷地 建物（11）

求め方 原則 割合法 貸家 求め方

例外 控除法 総合的勘案事項（7〜9）

求め方

総合的勘案事項（7〜9）

建付地 意義 前文

留意事項 開発法によって求める価格 限定価格

開発計画を想定

開発法の式 借地権付建物 自用

開発法 一体利用

貸家 求め方

配分法適用時 分割利用

総合的勘案事項（7）

求め方

用途変更・構造改造

第１節 土地 宅地 更地 求め方

取り壊し

再調達原価が把握できる場合

第1章 価格に関する鑑定評価

前文

第１節 建物及びその敷地 自用

A

B

C



第３節 建物及びその敷地

店舗用ビルの場合

総合的勘案事項（9）+更新料等

変更に伴う改定 求め方

総合的勘案事項（9）+（3）

継続賃料 価格形成要因（5）

実際支払賃料の改定 求め方

総合的勘案事項（9）+更新料等

変更に伴う改定 求め方

総合的勘案事項（9）+（3）

正常賃料 意義

求め方

留意事項

区分所有権の場合

継続賃料 価格形成要因（5）

新規賃料 価格形成要因（2）

実際支払賃料の改定 求め方

総合的勘案事項（2）

正常賃料 意義

求め方

留意事項

第１節

第2章 賃料に関する鑑定評価

新規賃料 価格形成要因（2）宅地

基礎価格

期待利回り

限定賃料 求め方

積算賃料

比準賃料

比準賃料（配分法に準ずる方法）

賃貸事業分析法

A

B

C



PMフィー

空室等損失

貸倒れ損失

維持管理費

水道光熱費

修繕費

テナント募集費用等

公租公課

損害保険料

その他費用

資料の正確性の向上に配慮

資本的支出

純収益

留意事項

様式について

一時金の運用益

直接還元法適用時

付記事項・税務との整合性

AMフィー・償却前後・NOI

貸室賃料収入

共益費収入

水道光熱費収入

駐車場収入

その他収入

項目

前文

運営収益

運営費用

運営純収益

資料を入手・定義に該当

第５節 DCF法の適用等

明確化 前文

収益費用項目の統一

報告書記載事項（3）

報告書に決定した理由を記載

さらなる精緻化

必要に応じて項目・内容の追加

作成者からの説明を受ける

作成者の名称

前文

報告書記載事項

基本的属性（2）

入手経緯・対応方針（4）

個別的要因の調査（8）

鑑定士の判断

ERなし・不十分な場合の対応

ERなし・不十分な場合の例示

留意事項

鑑定士が主体的に責任を持つ

他の専門家の意見も踏まえ検証

必要に応じて調査が必要

報告書に根拠を記載

複数鑑定士と共同の場合

各段階ごとの確認・記録

証券化関係者との関係 前文

確認事項の記録 前文

記録事項（5）

留意事項

経緯を記録

保管資料

留意事項

研鑽に努める

前文

流動化法

特定共同事業法

報告書記載事項（5）

金融商品取引法

報告書記載事項

留意事項（再評価の場合）

努力規定

社会的意義

調査の意義

説明責任

複数の鑑定士と共同する場合

ERの取扱いと調査

鑑定評価に活用

確認事項 前文

確認事項（6）

留意事項

留意事項（再評価の場合）

報告書記載事項（3）

留意事項

第3章 証券化対象不動産

第１節 基本的姿勢 範囲

実地調査

第４節 個別的要因の調査等

第２節 未竣工建物等の要件

第３節 処理計画の策定

責務

A

B

C


